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令和８年度 環境・エネルギー産業集積促進補助金　説明会

＜オンライン参加の皆様へのお願い事項＞

①参加者名を「会社名　名字」としてください。
（他の参加者からは分からない設定となっています。）

②補助金説明の際は、お手元に「公募要領」をご準備ください。
　　URL　https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/659743.pdf
　　QRコード

③質問等はZoom「Q＆A」機能から入力してください。
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アジェンダ

①　令和８年度補助金概要説明

②　過去の補助金活用事例紹介

③　令和８年度補助金に関するQ＆A
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広島県の環境・エネルギー産業の取組

基幹産業であるものづくりの更なる進化
ものづくり産業（自動車・鉄鋼・造船 等）

広島の強みを活かした新成長産業の育成

広島県の長期総合計画（10年間）

環境・エネルギー産業 、 健康・医療関連産業

施策領域：産業イノベーション
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補助金

海外自治体との連携

経営者向け／担当者向け
交流会（セミナー開催）

コミュニティ形成

開発・実証

海外展開

ビジネスモデル構築

新規事業創出プログラム
海外スタートアップ連携

　

環境・エネルギー産業集積促進事業

県内企業の交流を
活発化し、
新規事業創出への
機運醸成や
ビジネスアイデアの
創出を支援

他社とのマッチングに
より、ビジネス案の
実証レベルまでの
磨き上げを支援

ビジネス化に向け、
開発・実証、
社会実装を支援

海外自治体との連携
を活用し、海外市場
への導入や販路拡大
を支援
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補助金の目的

□　広島県内企業が、大学等研究機関や他企業と連携して、
　　または単独で行う独自性のある技術・製品開発から事業開発
　　までを一貫支援し、将来の環境・エネルギー産業を牽引する
　　事業を創出すること

□　国内外から企業や研究所等の参入を促し、環境・エネルギー
　　産業の集積を図ること

要領 p3
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補助金の区分

要領 p3
区分 産学連携型 海外展開型 企業単独型

補助区分

代表事業者及び大学等
研究機関を含む2者以
上の事業者が連携して
行う研究・開発事業

代表事業者が海外で
の事業展開を前提とし
て行う研究・開発事業

代表事業者が自社単独
で行う研究・開発事業

補助
限度額 上限：700万円 上限：400万円 上限：300万円

補助率 2/3以内 1/2以内 1/2以内

対象事業 ・環境・エネルギー分野の新たな研究開発や事業開発であること
・概ね５年以内の事業化（売上計上）が見込めること

補助対象
経費

試作・試験費、機械装置・工具器具費、研究連携費（産学連携型のみ対
象）、技術指導費、調査等委託費、直接人件費、海外旅費（海外展開型
のみ対象）、通訳・翻訳費（海外展開型のみ対象）、輸送費（海外展開
型のみ対象）、諸経費（特許取得費等） 

新設
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申請要件の考え方 【産学連携型】

「広島県内企業」とは
広島の事業者 申請可否 条件

本社
可 なし

本店
支店

県への経済効果や
産業技術の蓄積に
つながる場合、可

開発した製品・サービスが支店、支社、営業所の
売上として計上可能な場合は対象。支社

営業所
製造拠点 開発した製品を広島県内で製造する場合は対象
研究所 開発を行う研究所が広島県内にある場合は対象

「連携」とは
　　共通の課題について、分担して実施する研究・開発を指す。
　　・単なるデータ分析の委託関係などは、連携に該当しない
　　・2者間に資本関係がある場合は、連携に該当しない

要領 p3
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産学連携型の申請可否例

　①代表事業者に連携企業、または大学等研究機関を加えた
　　 ２者以上で構成
　

　②代表事業者が県外の企業であっても、連携企業に広島県内企業が
　　 最低１社参入していれば補助対象

代表事業者 大学等研究機関 連携企業 申請可否 タイプ
１ 広島 × －
２ 広島以外 広島 広島以外 × －
３ 広島 広島 広島以外 ○ 産学連携
4 広島 広島以外 － ○ 産学連携
５ 広島以外 広島以外 広島 ○ 産学連携

海外の企業も可代表事業者が
県外も可

大学等研究機関は
県外・海外も可

要領 p3

※海外展開型および企業単独型の場合、代表事業者が広島県内企業である必要があります。
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補助対象分野（環境・エネルギー分野）

要領 p4

（出典）環境省 「環境産業の市場規模・雇用規模等に関する報告書」

分野① 分野② 分野③ 分野④
環境汚染防止 地球温暖化対策 廃棄物処理・

資源有効利用
自然環境保全

・大気汚染防止
・下水・排水処理
・土壌・水質浄化
・騒音・振動防止
・環境経営支援
・化学物質汚染
 防止

・クリーンエネルギー
 利用
・省エネルギー化
・自動車の低燃費化
・排出権取引

・廃棄物処理、
 リサイクル
・資源、機器の
 有効利用
・長寿命化

・緑化・水辺再生
・水資源利用
・持続可能な
 農林水産業
・環境保護意識向上
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経費区分 内　　容
試作・試験費 開発に要する原料や試薬等材料費や目的物の設計等委託費　　　　　　　　　

※試作した目的物の性能試験の委託は「調査等委託費」
機械装置・工具器具費 汎用性の高い機械装置や器具工具類は対象外
研究連携費 産学連携型のみ対象
技術指導費
調査等委託費
直接人件費 申請書に記載した参画メンバーに限る。派遣社員は対象外
海外旅費 本開発に係る海外での事業展開を目的とした経費

海外展開型のみ対象通訳・翻訳費
輸送費
諸経費

補助対象経費

要領 p5、6
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補助対象経費

参考：別表第６　開発研究用減価償却資産の耐用年数表

種類 細目 耐用年数
(単位：年)

建物及び建物
附属設備

建物の全部又は一部を低温室、恒温室、無響室、電磁しゃへい室、放
射性同位元素取扱室その他の特殊室にするために特に施設した内部
造作又は建物附属設備

５

器具及び備品 試験又は測定機器、計算機器、撮影機及び顕微鏡 ４

機械及び装置 汎用ポンプ、汎用モーター、汎用金属工作機械、汎用金属加工機械そ
の他これらに類するもの ７

機械及び装置 その他のもの ４
ソフトウエア ３

知事が定める期間　→減価償却資産の耐用年数等に関する省令に定めるとおり

要領 p12※単価50万円以上の補助対象物件の取扱について
・補助事業によって取得した単価50万円(税抜)以上の物件は、補助事業以外の目的に使用不可
・補助期間終了後も、知事が定める期間を経過するまでは、他の用途に使用不可 
・知事が定める期間以前に、当該物件を処分・譲渡等する場合、事前に知事の承認が必要
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【対象とならない経費例】
・　自社のオペレーションの改善に関する開発経費
　 　自社の製造工程の省エネ化、自社製品の生産管理のIC化、量産開発など

・　展示会出展費、広告宣伝費など、開発要素が認められない販促費
・　経常的経費（光熱費、通信費など）
・　土地など、使用用途が補助金事業に限定できないもの
・　各企業で発生する開発事業に伴う交通費や宿泊費
（海外展開型を除く）
・　汎用性の高い事務用品（消耗品）、ソフトウェア等
・　開発グループ内の企業間の支出（連携事業者への支出）

補助対象経費

要領 p5～7
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スケジュール

申請〆切　・・・　５月12日（火）17:00必着

R７年度 R８ R９ R10～R14
4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 1Q

※対象事業であっても、交付決定日以前の
　 契約物件は補助対象外となります。

3/17
公募
開始

５/12
申請
締切

６/３
補助金
審査会

6月中旬頃
交付決定

10~11月
中間
検査

2~3月
完了
検査

3/31迄
事業
完了

4/9迄
実績
報告 4月中旬

～下旬
請求書
提出

5月中
補助金
支払

4/30迄
【毎年】

事業化状況
等報告

補助対象期間

要領 p8、11
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所定様式
（７部＋PDFデータ）

・補助金交付申請書（様式第１号）
・補助事業計画書（様式第１号　別紙１）
・事業収支計画書（様式第１号　別紙２）

添付書類
（１部）

・決算報告書
（代表事業者の直近２期分）
・広島県内に事業所を有することを示す書類
（登記簿謄本の写しや会社パンフレットなど）

必須書類

申請時の提出書類

要領 p8
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必要に応じて添付　（直接人件費を補助対象とする場合）

※　広島県環境・エネルギー産業集積促進補助金における直接人件費の計算に係る実施細則

健保等級適用者の場合 健保等級適用者以外の場合
所定様式
（１部）

・直接人件費対象者届出書
　（細則※様式第1-1）

・直接人件費対象者届出書
（細則様式第1-2-1または第1-2-2）　

添付書類
（１部）

・直近の給与明細書
・被保険者標準報酬額決定
通知書、改定通知書の写し

・直近の給与明細書、就業規則等の　
 手当金額・根拠が分かる書類

申請時の提出書類

要領 p8

必要に応じて添付　（パートナーシップ構築宣言※企業の場合）
添付書類
（１部）

・パートナーシップ構築宣言の写し

※　企業規模の大小に関わらず、企業が「発注者」の立場で自社の取引方針を対外的に宣言する取組。
　　 ポータルサイト（https://www.biz-partnership.jp/index.html）において、宣言を登録。
　　 本補助金申請前までに宣言登録完了の必要あり。
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審査の方法

補助金審査委員が採点方式で評価
事業計画書の内容について審査
得点の上位10件が審査会に進む（結果通知をメールにて送付）

書類審査（申請が10件を超えた場合、審査会前に実施）
要領 p9

審査会（令和８年６月３日開催予定）
補助金審査委員が採点方式で評価
プレゼンテーション10分、質疑15分予定
審査の詳細は、県庁から別途通知
補助金予算上限（約2,500万円）に達するまで採択
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審査の項目

（１） 申請者の新規性（初めて当該補助金を活用するか）

（２） 社会的な意義（開発する製品等が環境・エネルギー分野に該当するか）

（３） 事業化の実現性
　　　　　【獲得する顧客・市場】
　　　　　【売上目標の妥当性】
　　　　　【事業計画の妥当性・遂行能力】
　　　　　【広島県の裨益】
（４） 開発能力
　　　　　【独自性】
　　　　　【開発目標の妥当性】
　　　　　【開発計画の妥当性・遂行能力】
　　　　　【開発の実施体制】
（５） その他（パートナーシップ構築宣言を公表しているか、他）

要領 p9、10
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補助事業計画書作成上の留意事項について　
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該当なければ空欄でＯＫ

作成上の留意事項（２　補助金・助成金の受給歴等）

要領 p14



21/Hiroshima Prefectural Government

開発した製品を
顧客に届ける
手段を記載

①～③は箇条書き可

要領 p15

作成上の留意事項（３　開発事業の概要）

分野番号は
要領p4、5から
選択
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「１概略」は１ページ以内に収める必要あり

要領 p15

作成上の留意事項（３　開発事業の概要）
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・　「２事業化計画」、「３開発計画」はページ数制限なし
・　図や表の挿入もＯＫ
・　(1)～(3)は、審査項目【獲得する顧客・市場】に関連する項目

作成上の留意事項（３　開発事業の概要）

要領 p16
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作成上の留意事項（３　開発事業の概要）

・　補助対象要件「概ね５年以内の事業化が見込める事業」として、
　　審査項目【売上目標の妥当性】に関連する項目

要領 p16
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販売方法や実績作りなど、開発後に市場投入していく上での
課題を記載。
※開発上の技術課題ではありません。

作成上の留意事項（３　開発事業の概要）

・　(5)、(6)は審査項目【事業計画の妥当性・遂行能力】に関連する項目
・　(7)は審査項目【広島県の裨益】に関連する項目

要領 p17
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作成上の留意事項（３　開発事業の概要）

要領 p18

・　(８)は審査項目【事業計画の妥当性・遂行能力】に関連する項目（海
外展開型のみ）
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要領 p19

作成上の留意事項（３　開発事業の概要）

・　「２事業化計画」、「３開発計画」はページ数制限なし
・　図や表の挿入もＯＫ
・　(1)は、審査項目【独自性】に関連する項目
・　(2)は、審査項目【開発目標の妥当性】に関連する項目
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開発項目ごとのスケジュールを具体的に記載

・　(3)~(5)は審査項目【開発計画の妥当性・遂行能力】に関連する項目

作成上の留意事項（３　開発事業の概要）

要領 p19、20
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・　(6)、(7)は審査項目【開発の実施体制】に関連する項目

作成上の留意事項（３　開発事業の概要）

要領 p21

代表事業者、連携企業、大学等研究機関の各々の役割がわかるよう記載
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上段：税込
下段：税抜

申請額は
各社の資金
支出内訳で
計算した額
の合計

合計は
補助上限額以下
産学：700万円
海外：400万円
単独：300万円

作成上の留意事項（事業収支計画書）

要領 p22
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作成上の留意事項（事業収支計画書）

要領 p24税抜税込

・　補助金交付申請額は経費区分ごとの小計額に補助率を乗じ、千円未満切捨て
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過去の補助金活用事例紹介
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＜使用例＞
　【試作・試験費】
  ・試験用模型の設計・製作・性能評価

　【研究連携費】　※大学等研究機関との共同研究等【R8～産学連携型のみ対象】
　・ブレード設計に関する理論支援、設計妥当性評価等

　

令和７年度
採択テーマ 高効率・高耐久型潮流発電ブレードの開発
補助区分 産学連携型

①再生可能エネルギー関連調査・開発・事業化支援事業者
（令和７年度採択）
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＜使用例＞
　【試作・試験費（原材料等）】
　・機械部品購入費（現地調達部品）

　【機械装置・工具器具費】
　・試作用工具

　【直接人件費】　※補助事業者と雇用関係が結ばれている者に限る
　・研究開発への直接作業時間に対する人件費　
　

②水門メーカー（令和７年度採択）

令和７年度
採択テーマ 軽量ラック式開閉機の開発
補助区分 産学連携型
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＜使用例＞
　【試作・試験費（外注委託）】
  ・新製品の試作・分析

　【調査等委託費】
　・給餌試験

　【直接人件費】　※補助事業者と雇用関係が結ばれている者に限る
　・研究開発への直接作業時間に対する人件費　
　

　

令和７年度
採択テーマ 離乳期子豚の予防的抗生物質の代替として使用可能な植物発酵

物飼料の試作検討と開発
補助区分 企業単独型

③健康食品メーカー（令和７年度採択）



36/Hiroshima Prefectural Government

補助金に関する質問について

◆　zoomのQ&A機能により、質問をご記入ください。

◆　その他申請に当たってのご相談は本日に限らず承りますので、
　　 下記までご連絡をお願いします。
　　　
　　　広島県商工労働局　環境・エネルギー産業課　
　　　TEL　０８２－５１３－３３６４
　　　Mail　syokankyo@pref.hiroshima.lg.jp


